
静岡県財産規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成29年３月31日 

静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

静岡県規則第13号 

   静岡県財産規則の一部を改正する規則 

静岡県財産規則（昭和39年静岡県規則第14号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

目次 

第１章 （略） 

第２章 公有財産 

 第１節 通則（第17条－第27条） 

 第２節～第７節 （略） 

第３章～第６章 （略） 

附則 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 財産管理者 静岡県行政組織規則（平成

19年静岡県規則第29号。以下「行政組織規

則」という。）第10条第１項第１号の表に掲

げる知事公室の長及び同表に掲げる地域外

交局の長（以下「地域外交局長」という。）

並びに静岡県部設置条例（平成18年静岡県

条例第58号）第１条に規定する部の長、行

政組織規則第60条第１項に規定する出納局

長（以下「出納局長」という。）、議会事務

局長、静岡県教育委員会事務局内部組織規

則（平成21年静岡県教育委員会規則第３

号。以下「教育委員会組織規則」という。）

第９条第１項の教育次長及び警察本部長を

いう。 

 

(2)～(6) （略） 

第20条の２ 前条の規定にかかわらず、次に掲

げる者（第３章を除き、以下「局長等」とい

目次 

第１章 （略） 

第２章 公有財産 

 第１節 通則（第17条－第27条の２） 

 第２節～第７節 （略） 

第３章～第６章 （略） 

附則 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 財産管理者 静岡県行政組織規則（平成

19年静岡県規則第29号。以下「行政組織規

則」という。）第10条第１項第１号の表に掲

げる知事戦略局の長（以下「知事戦略局

長」という。）及び同表に掲げる地域外交局

の長（以下「地域外交局長」という。）並び

に静岡県部設置条例（平成18年静岡県条例

第58号）第１条に規定する部の長、行政組

織規則第60条第１項に規定する出納局長

（以下「出納局長」という。）、議会事務局

長、静岡県教育委員会事務局内部組織規則

（平成21年静岡県教育委員会規則第３号。

以下「教育委員会組織規則」という。）第９

条第１項の教育次長及び警察本部長をい

う。 

(2)～(6) （略） 

第20条の２ 前条の規定にかかわらず、次に掲

げる者（第３章を除き、以下「局長等」とい



う。）は、知事が別に定める範囲内において、

その所掌事務に係る前条第１項第３号に規定

する事務を専決することができる。この場合

における第21条の規定の適用については、同

条第１項中「経営管理部長」とあるのは、

「財務局長」とする。 

(1) 政策企画部総務課長及び文化・観光部総

務企画課長 

(2) （略） 

(3) 行政組織規則の規定により本庁に置かれ

た局の長（地域外交局長を除く。） 

 

(4) （略） 

（合議） 

第21条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるもの

は、合議を省略することができる。ただし、

重要又は異例なものについては、この限りで

ない。 

(1) 静岡県有土地改良財産台帳等の事務取扱

規則（昭和32年静岡県規則第41号）、静岡

県営林財産台帳事務取扱規則（昭和32年静

岡県規則第42号）、県道に係る公共用財産

台帳事務取扱規則（昭和32年静岡県規則第

43号）又は県が管理する港湾及び漁港に係

る公共用財産台帳事務取扱規則（昭和48年

静岡県規則第22号）の適用を受ける公共用

財産の取得及び管理に関すること。 

 

 

 

 

(2)～(6)  （略） 

（年度計画） 

第22条 （略） 

２・３ （略） 

う。）は、知事が別に定める範囲内において、

その所掌事務に係る前条第１項第３号に規定

する事務を専決することができる。この場合

における第21条の規定の適用については、同

条第１項中「経営管理部長」とあるのは、

「財務局長」とする。 

(1) 削除 

 

(2) （略） 

(3) 行政組織規則の規定により本庁に置かれ

た局の長（知事戦略局長及び地域外交局長

を除く。） 

(4) （略） 

（合議） 

第21条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるもの

は、合議を省略することができる。ただし、

重要又は異例なものについては、この限りで

ない。 

(1) 静岡県有土地改良財産台帳等の事務取扱

規則（昭和32年静岡県規則第41号）、静岡

県営林財産台帳事務取扱規則（昭和32年静

岡県規則第42号）又は県が管理する港湾及

び漁港に係る公共用財産台帳事務取扱規則

（昭和48年静岡県規則第22号）の適用を受

ける公共用財産の取得及び管理に関するこ

と。 

 

(1)の２ 道路法（昭和27年法律第180号）第２

条第１項に規定する道路及び同条第２項に

規定する道路の附属物の取得、管理及び処

分に関すること。 

(2)～(6)  （略） 

（年度計画） 

第22条 （略） 

２・３ （略） 



４ 前３項の規定にかかわらず、第21条第２項

第１号に掲げる規則の適用を受ける公有財産

の取得、用途変更、用途廃止及び処分につい

ては、財産計画書の作成を省略することがで

きる。 

（事前協議） 

第23条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、第21条第２項

第１号に掲げる規則の適用を受ける公有財産

については、第１項第１号及び第２号に規定

する事務に係る協議は、これを省略すること

ができる。 

（評定調書の作成） 

第27条 （略） 

 

 

 

 

 

第２節 取得 

（取得前の措置） 

第28条 （略） 

（貸付公有財産台帳等） 

第66条 財産事務取扱者は、公有財産を貸し付

け、又は使用許可した場合は、貸付（使用許

可）公有財産台帳（様式第28号）を作成しな

ければならない。 

 

（異動報告） 

第69条 財産事務取扱者は、その分掌に係る公

有財産について、公有財産台帳又は貸付（使

用許可）公有財産台帳の登載事項に異動があ

つたときは、直ちに様式第29号による公有財

産異動報告書又は様式第30号による貸付（使

用許可）公有財産異動報告書を作成し、経営

４ 前３項の規定にかかわらず、第21条第２項

第１号又は第１号の２の規定の適用を受ける

公有財産に係る取得、用途変更、用途廃止及

び処分については、財産計画書等の作成を省

略することができる。 

（事前協議） 

第23条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、第21条第２項

第１号又は第１号の２の規定の適用を受ける

公有財産については、第１項第１号及び第２

号に規定する事務に係る協議は、これを省略

することができる。 

（評定調書の作成） 

第27条 （略） 

 （適用除外） 

第27条の２ 第21条第２項第１号、第１号の２

又は第２号の規定の適用を受ける公有財産に

ついては、第６節及び第７節の規定は適用し

ない。 

第２節 取得 

（取得前の措置） 

第28条 （略） 

（貸付公有財産台帳等） 

第66条 財産事務取扱者は、公有財産を貸し付

け、使用許可し、又は第37条第１項若しくは

第37条の２第１項により使用させた場合は、

貸付（使用許可・使用承認）公有財産台帳

（様式第28号）を作成しなければならない。 

（異動報告） 

第69条 財産事務取扱者は、その分掌に係る公

有財産について、公有財産台帳又は貸付（使

用許可・使用承認）公有財産台帳の登載事項

に異動があつたときは、別に定めるところに

より、経営管理部長に報告しなければならな

い。 



管理部長に提出しなければならない。 

２ 土地、建物及び法第238条第１項第４号に掲

げる権利については、前項の規定による公有

財産異動報告書に、関係図面を添付しなけれ

ばならない。 

（借受け財産の管理） 

第71条 （略） 

２ 財産事務取扱者は、その分掌に係る借受け

財産のうち、次の各号に掲げるものについ

て、借受財産台帳登載事項に異動があつたと

きは、直ちに様式第33号の２による借受財産

異動報告書を作成し、経営管理部長に提出し

なければならない。 

(1)・(2) （略） 

３・４ （略） 

（出納員等の設置） 

第75条 （略） 

２ 局等（別表第７左欄に掲げる局、公室及び

課をいう。以下同じ。）及びかい以外の出先機

関のうち、必要と認めるところに物品分任出

納員を置くことができる。 

３～10 （略） 

（物品の取得等の決定） 

第85条 （略） 

２ 前項の調書は、本庁にあつては、第73条の

規定の例により、決裁を受けた後、物品管理

者に回付するものとする。この場合におい 

て、同条において引用する別表第５の２の規

定の適用については、同表中次の表の左欄に

掲げる字句は同表右欄に掲げる字句に読み替

えるものとする。 

 （略） 

出納局次

長 

局長等（行政組織規則の規定に

より本庁に置かれた局の長（地

域外交局長を除く。）及び危機管

理部の次長をいう。） 

 

 

 

 

 

（借受け財産の管理） 

第71条 （略） 

２ 財産事務取扱者は、その分掌に係る借受け

財産のうち、次の各号に掲げるものについ

て、借受財産台帳の登載事項に異動があつた

ときは、別に定めるところにより、経営管理

部長に報告しなければならない。 

 

(1)・(2) （略） 

３・４ （略） 

（出納員等の設置） 

第75条 （略） 

２ 局等（別表第７左欄に掲げる局及び課をい

う。以下同じ。）及びかい以外の出先機関のう

ち、必要と認めるところに物品分任出納員を

置くことができる。 

３～10 （略） 

（物品の取得等の決定） 

第85条 （略） 

２ 前項の調書は、本庁にあつては、第73条の

規定の例により、決裁を受けた後、物品管理

者に回付するものとする。この場合におい 

て、同条において引用する別表第５の２の規

定の適用については、同表中次の表の左欄に

掲げる字句は同表右欄に掲げる字句に読み替

えるものとする。 

 （略） 

出納局次

長 

局長等（行政組織規則の規定に

より本庁に置かれた局の長及び

危機管理部の次長をいう。） 



 （略） 

別表第７ （略） 

行政組織規則の規定によ

り本庁に置かれた局並び

に政策企画部総務課、知

事公室、文化・観光部総

務企画課、危機管理部総

務課及び出納局会計管理

課 

 

 

 

会計事務を行う

班長若しくは班

長代理（これら

を置かない場合

にあつては、会

計事務を行う主

幹）又は調整監

教育委員会組織規則第３

条第２項に規定する課 

総括主幹、総務

担当の主幹又は

総務主査 

 （略） 

  

 （略） 

別表第７ （略） 

行政組織規則の規定によ

り本庁に置かれた局並び

に危機管理部総務課及び

出納局会計管理課 

会計事務を行う

班長若しくは班

長代理（これら

を置かない場合

にあつては、会

計事務を行う主

幹）又は調整監

（文化・観光部

にあつては、課

長代理） 

教育委員会組織規則第３

条第２項に規定する課 

会計事務を行う

班長又は班長代

理 

 （略） 
 

 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

様式第26号（その８）を次のように改める。 
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 様式第26号（その13）を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様
式
第
2
6
号

（
そ
の
1
3
）
（
第
5
9
条
関
係
）

（
用
紙
　
日
本
工
業
規
格
Ａ

４
横
型
）

公
有
財
産
台
帳

： ： ：

　
備

考
　
(
1
)
　
立

木
竹
の

う
ち
樹

木
又
は

竹
に

つ
い

て
記
載

す
る
こ

と
。

　
　

　
　
(
2
)
　
樹

木
に
つ

い
て
は

、
樹
種

ご
と

に
別

葉
す
る

こ
と
。

　
　

　
　
(
3
)
　
竹

に
つ
い

て
は
、

樹
種
欄

は
、

「
竹

」
と
記

載
す
る

こ
と

。
　
　

　
　
(
4
)
　
施

設
名
欄

は
、
樹

種
が
同

じ
も

の
を

区
別
し

て
管
理

す
る

場
合

等
に
お

い
て
、

使
用
す

る
こ

と
。

財
産
番
号

コ
ー
ド

部
 
局

 
等

課
　

　
等

所 属

索
引
番
号

年
　
月
　
日

　
作
成

種
　
 
目

樹
 
 
 
種

施
設
名

沿
　
　
　
　

　
　
　
　
革

区
　
 
分

立
木
竹

会
 
計
 
区
 
分

樹
　
　
木

所
在

地

数
量
（
本
）

年
月

日
増
減
理
由

分
類
（
種
類
）

数
量
（
本
）

価
　
　
格

　
　
（
千
円
）

数
量
（
本
）

価
　
　
格

　
　

（
千
円
）

増
減

現
　
　
　
　

在

備
　

　
　
　
考

価
　
　
格

　
　
（
千
円
）

口
 
座
 
名

取
得

年
月

日

取
得

価
額

敷
地

　
年
　
月
　

日

千
円



様式第28号（その１）中「貸付（使用許可）公有財産台帳」を「貸付（使用許可・使用承認）公有財産

台帳」に改め、「（土地及び建物）」を削り、「建   物」を「建物・工作物・立木竹」に改める。 

様式第28号（その２）中「貸付（使用許可）公有財産台帳」を「貸付（使用許可・使用承認）公有財産

台帳」に改め、「（土地及び建物以外のもの）」を削り、「貸付（使用許可）数量」を「貸付（使用許可

・使用承認）数量」に改める。 

様式第29号（その１）から様式第30号（その２）までを、次のように改める。 

様式第29号及び様式第30号 削除 

様式第33号の２を削る。 

様式第72号を次のように改める。 
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   附 則 

１ この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の静岡県財産規則の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整

して使用することができる。 


